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南海トラフ地震の発生に伴う交通対策実施要綱の一部改正について

このたび、別添のとおり、南海トラフ地震の発生に伴う交通対策実施要綱（平成２８年２月

４日通達甲（交．規．災２）第１号）の一部を改正し、令和７年２月２５日から実施すること

としたから、運用上誤りのないようにされたい。

別添

南海トラフ地震の発生に伴う交通対策実施要綱の一部を次のように改正する。

第１中「揺れを観測」を「地震が発生」に改める。

第２中「緊急通行車両等の確認事務等の実施要領（平成２４年１２月２６日通達甲（交．規．

規３）第１８号。以下「確認事務実施要領」という。）」を「災害対策基本法施行令（昭和３７

年政令第２８８号）、緊急通行車両等の確認等に係る事務手続要領の制定について（令和７年２

月２５日通達甲（交．規．実）第３号。以下「確認事務手続要領」という。）」に改める。

第４の１中｢するために｣の次に「東京都公安委員会が」を加え、同第４の２中｢必要により｣を

削り、「指定する」の次に「必要があると認められる場合は、警察庁及び隣接県警察と調整を行

った上で指定する」を加え、同第４の３中「連携して、」の次に「緊急交通路に指定された」を

加え、「交通対策本部長」を「交通規制課長」に改め、同第４の４中｢確認事務実施要領第１｣を

「確認事務手続要領」に改め、同第４の６中｢確認事務実施要領第１｣を「確認事務手続要領」に

改め、「として使用される車両」を削る。

第５中｢前第４に規定する｣を削る。

別表中

７ 東名高速道路 都内全線
を

８ 保土ヶ谷バイパス 都内全線

７ 東名高速道路 都内全線 に改める。



別添

南海トラフ地震の発生に伴う交通対策実施要綱

第１ 目的

この要綱は、南海トラフ地震（駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域及び土佐

湾を経て日向灘沖までのフィリピン海プレート及びユーラシアプレートが接する海底の溝状の

地形を形成する区域及びその周辺の地域における地殻の境界を震源とする大規模な地震をい

う。以下同じ。）が発生した場合（警視庁管内（島部を除く。）で震度５強以上の地震が発生し

たときを除く。以下同じ。）に、被災地域における救出救助活動等の災害応急対策が円滑に行

われるための緊急交通路の確保その他の必要な交通対策を迅速かつ的確に実施するために、必

要な事項を定めることを目的とする。

第２ 準拠

南海トラフ地震の発生に伴う交通対策の実施については、災害対策基本法（昭和３６年法律

第２２３号。以下「災対法」という。）、災害対策基本法施行令（昭和３７年政令第２８８号）、

緊急通行車両等の確認等に係る事務手続要領の制定について（令和７年２月２５日通達甲

（交．規．実）第３号。以下「確認事務手続要領」という。）等に定めるもののほか、この要

綱の定めるところによる。

第３ 交通対策本部の設置

交通規制課長は、南海トラフ地震が発生した場合は、必要に応じて、交通対策指揮室内に自

らを本部長とする交通対策本部を設置し、交通対策全般の指揮に当たるものとする。

第４ 交通対策の実施要領

関係所属長は、前第３の交通対策本部が設置された場合は、次の交通対策を実施するものと

する。

１ 交通規制課長は、警察庁及び隣接県警察と調整を行った上、別表の「南海トラフ地震の発

生に伴う緊急交通路指定予定路線」に掲げる路線（以下「緊急交通路指定予定路線」という。）

のうち必要なものを緊急交通路（災対法第７６条第１項の規定により、緊急通行車両以外の

車両の通行を禁止し、又は制限するために東京都公安委員会が指定する道路の区間をいう。

以下同じ。）として指定する手続をとること。

２ 交通規制課長は、緊急交通路指定予定路線以外の路線を緊急交通路として指定する必要が

あると認められる場合は、警察庁及び隣接県警察と調整を行った上で指定する手続をとること。

３ 高速道路交通警察隊長は、道路管理者と連携して、緊急交通路に指定された首都高速道路



及び高速自動車国道（以下「首都高速道路等」という。）の損壊状況の視察並びに別に交通

部長が指定する箇所の点検を実施するとともに、その結果を速やかに交通規制課長に連絡す

ること。

４ 高速道路交通警察隊長及び関係交通機動隊長は、別に交通部長が指定する首都高速道路等

の本線車道等に交通検問所を設置し、緊急通行車両及び確認事務手続要領に規定する規制除

外車両（以下「緊急通行車両等」という。）以外の車両の通行を禁止する措置をとること。

５ 首都高速道路等の入路（以下単に「入路」という。）を管轄する警察署長は、別に交通部

長が指定する入路に交通検問所を設置し、緊急通行車両等以外の車両の通行を禁止する措置

をとること。

６ 交通規制課長、警察署長、交通機動隊長及び高速道路交通警察隊長（以下「交通規制課長

等」という。）は、確認事務手続要領に定めるところにより、緊急通行車両等であることの

確認を行うこと。

第５ 交通対策実施上の留意事項

関係所属長は、規定する交通対策を実施するに当たっては、次の事項に留意するものとする。

１ 装備資器（機）材の効果的な活用

交通規制課長等は、サインカー、誘導標識車等の車両を有効に活用するほか、ロープ、セ

イフティーコーン、Ａ型バリケード、照明ライト、検問停止灯等の装備資器（機）材を効果

的に活用すること。

２ 交通管制システムの効果的な運用

交通管制課長は、交通情報板、交通テレビシステム等を活用するなど、交通管制システム

を効果的に運用すること。

第６ 広報活動

１ 報道機関等に対する広報の要請

交通総務課長は、新聞、ラジオ、テレビ等の報道機関に対し、緊急交通路における緊急通

行車両等以外の車両の通行の禁止、交通規制への協力の呼び掛け等について、放送要請及び

報道要請を行うものとする。

２ 運転者等に対する広報

(1) 交通総務課長、交通機動隊長、高速道路交通警察隊長及び警察署長は、交通規制の実施

状況について、サインカー、誘導標識車、交通取締用四輪車、警ら用無線自動車、白バイ、

広報車等の車両により、管轄区域又は担当区域において活発な広報を実施するものとする。

(2) 関係交通機動隊長は、前（１）に規定するほか、別に交通部長が指定する首都高速道路



の配置箇所においても広報を実施するものとする。

別表

南海トラフ地震の発生に伴う緊急交通路指定予定路線

番号 路 線 名 区 間

１ 首都高速道路１号羽田線 羽田出口～都県境（下り）

２ 首都高速道路３号渋谷線 大橋ＪＣＴ～用賀（下り）

３ 首都高速道路４号新宿線 西新宿ＪＣＴ～高井戸（下り）

４ 首都高速道路５号池袋線 都県境～板橋ＪＣＴ（上り）

５ 首都高速道路中央環状線 板橋ＪＣＴ～大橋ＪＣＴ（内回り）

６ 中央自動車道 都内全線

７ 東名高速道路 都内全線


